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１． 茨城県内連携次世代型救急科専門医養成プログラムについて 

A. 本プログラムの理念と使命 

救急専門医とは、救急科専門医は、病気、けが、やけどや中毒などによる急病

の方を診療科に関係なく診療し、特に重症な場合に救命救急処置、集中治療を

行うことを専門とします。また、病気やけがの種類、治療の経過に応じて、適切な

診療科と連携して診療に当たり、オーガナイザーとしての役割が求められます。更

に、救急医療の知識と技能を生かし、救急医療制度、メディカルコントロール体制

や災害医療に指導的立場を発揮します。従って、救急医は極めて社会との結び

つきが強く、多職種・複数診療科で構成されるチーム医療の要として、リーダーシ

ップを発揮し、教育指導者としての役割も期待される医師です。 

今日、救急医に求められる知識・技能は年々増加し、ER 診療、外傷診療、ドク

ターカー・ドクターヘリなどに代表されるプレホスピタルケア、集中治療、Rapid 

response team などの院内急変時対応、心肺蘇生法などの多職種・複数診療科

医師、更には一般市民にむけた教育、災害対応など、多種多様化しています。救

急医療は社会に最も密接で、人々に最も身近な医学です。社会が変われば、医

療が変わるため、救急医は時代と場所と社会のニーズに合わせて今後もますます

変化を求められます。 

本プログラムの目的は、今後高度多様化する救急医療のニーズに対して、バ

ランスよく、求められるミッションをどこに行っても実施できる、国際感

覚とリサーチマインドに優れた次世代型救急医を養成することです。 

 

B. 本研修プログラムで得られること 

本研修プログラムを研修することにより、下記に示すような次世代

型救急医に求められる多様な能力を備えることができます。 

① 疾病、外因性疾患に係わらず、緊急度の高い救急患者に適

切な初期診療と必要な集中治療を実施できる。 

② 常に vital sign を意識して、病態に応じて治療優先度を適切に評価でき、複

数患者の対応においても、治療優先順位を適切に判断できる。 

③ 適切な診療科を判断し、良好なコミュニケーションにより、適切な専門医診療

を推進できる。 

④ ドクターカー、ドクターヘリなど病院前救護を適切に実施できる。 

⑤ 地域救急医療体制を考慮した適切なメディカルコントロールを実施できる。 
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⑥ 常時より災害対策・トリアージを意識し、災害時において指導的立場を発揮

し、適切な災害医療を展開できる。 

⑦ 救急外来、集中治療を科学する眼を持ち、将来の救急医学に貢献する研究

を実行できる。 

⑧ 救急医療における多職種によるチーム医療の中心となってリーダーシップを

発揮し、良好なコミュニケーションと相互教育体制をもてる。 

⑨ 救急患者の受け入れや診療に際して、倫理的配慮を考慮できる。 

⑩ 救急患者や救急診療に従事する医療者の安全を確保できる。 

 

２． 救急科専門研修の実際 

A. 内容 

(1)On the job training（On-JT） 

茨城県内の指導医が各施設に及び施設間連携をはかることにより、病院内、病院

前、メディカルコントロールの現場において多種多様な臨床経験を提供します。 

⑤ 救急外来、緊急手術におけるOJT 

⑥ 日々の申し送り・カンファレンスにおけるプレゼンテーション 

⑦ 関連診療科や多職種カンファレンス、県内施設間カンファレンスにおけるプレ

ゼンテーション 

⑧ 抄読会、研究会におけるプレゼンテーション 

⑨ 人工呼吸器、血液浄化装置など医療機器のOJT 

 

(2)Off the job training（Off-JT） 

④ シミュレーションを用いた心肺蘇生、外傷初期診療などの知識・技能習得 

⑤ 国内外標準的診療コースの受講（AHA/ACLS、ICLS、JATEC、JPTEC、

MIMMS など）とインストラクター資格の獲得 

⑥ 関連主要学会の参加とプレゼンテーション（日本救急

医学会、日本集中治療医学会、日本外傷学会、など） 

院内感染、医療安全講習会への参加 

 

(3)Self learning 

専門研修期間中の特殊疾患や稀な処置などの経験値の不足を補うために、日

本救急医学会・関連学会が開催するハンズオンセミナー、e-Learning の参加 
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B.本研修プログラムの運用について 

 本専門研修プログラムは、各専攻医の希望を考慮し、個々の基本モジュールの内容

を吟味し、茨城県内基幹施設・連携施設をバランスよく組み合わせ、専門医研修に必

要かつ、今後の救急医療の展開に必要な知識・技能をいずれのコースにおいても平

均的に経験できるようにプログラムされている。また、基幹施設・関連施設のいずれか

ら開始しても十分対応できるように設定されています。 

 加えて、本専門研修プログラムによる救急科専門医取得後には、サブスペシャルテ

ィ領域である集中治療や外傷、熱傷、などの専門領域の専門医取得に向けた足がか

りにもなるように設定されています。更には、救急領域に関連した各種臨床研究・公衆

衛生研究を経験することにより、筑波大学において医学博士号取得も可能です。つま

り、本プログラムを修了することにより、将来のサブスペシャルティ領域専門医の獲得

が可能である他、医学博士取得が可能であり、次世代を担う救急医を育成するプログ

ラムとなっています。 

(1) 研修期間：原則的に 3年間 

(2) 出産・疾病罹患などの事情による研修期間についてのルールは『項目 18.救急科

研修の休止・中断、プログラム移動、プログラム外研修の条件』を参照。 

(3) 研修施設群：本プログラムは、日本救急医学会が示す『研修施設要件』を満たした

茨城県内救命救急センター及び救急病院が連携して行う。 

(4) 茨城県内において基幹病院となる筑波メディカルセンター病院のプログラムにて

研修が可能である。 

 

施設名 専攻医指導医数

基幹施設 筑波大学附属病院救急集中治療科 8

日立総合病院救急総合診療科 1
国立病院機構水戸医療センター救命救急センター 6
水戸済生会総合病院救命救急センター 6
筑波メディカルセンター病院 4
茨城県厚生農業協同組合連合会土浦協同病院救急集中治療科 3
茨城西南医療センター病院 1
茨城県立中央病院救急センター 2
東京医科大学茨城医療センター総合救急センター 1
茨城県厚生農業協同組合連合会なめがた地域総合病院救急科 1
筑波大学附属水戸地域医療教育センター水戸協同病院救急集中治療科 0
常陸大宮済生会総合病院 0
日立製作所ひたちなか総合病院 0
茨城県西部メディカルセンター 2

専攻医指導医総数 35

救命セン
ター群

地域中核病
院群

関連施設群
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C.本プログラムにおける基幹・連携・関連施設について
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D．研修プログラムの基本構成モジュール 

 本プログラムにおける基本モジュールは、基

幹病院におけるクリティカルケア、チーム医療、

ER/ICU/災害を科学する研究、国際医療連携、

そして救命センター群における重症救急症例の

病院前診療（ドクターヘリ/ドクターカー研修を含

む）・初期診療・外傷診療、中核病院群における

ER・地域総合救急研修、及び関連施設における

総合診療・地域救急研修から構成されます。 

各基本モジュールの原則的な研修期間を示

します。 

これらはあくまでも目安であり、

研修の進行度及び経験症例のバ

ランスなどから、施設における研修

プログラム連携施設担当者と研修

プログラム統括責任者が細やかに評価して、自由選択期間を設けて施設選択を調整

します。この間に、茨城県グローバル人材育成システムなどの補助を利用して海外研

修申請も可能です。大学院への途中進学も基幹施設における研修期間を調整するこ

とにより専門医研修と同時並行して進めることが可能です。 

更に、本プログラムは茨城県就学生のキャリアパスと義務年限に完全に対応しており

ます。従って、専門医研修と就業規定を合わせて進めることが可能になっています。 

 

 基幹施設   6−24 か月 

 救命救急センター群  12（6）-24 か月 （最大 2施設） 

 地域中核病院群  3-15 ヶ月              

 関連病院群及び関連診療科研修 3 ヶ月          
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F. 各研修施設で経験可能な項目と経験すべき症例数一覧 

 

E.各施設で経験可能な項目と経験すべき症例数一覧
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基幹施設

筑波大学
附属病院

日立総合病院
水戸

医療センター
土浦協同病院

茨城県立
中央病院

東京医大茨城
医療センター

なめがた
総合病院

筑波メディカル
センター

水戸済生会総
合病院救命救
急センター

茨城西南医療
センター病院

水戸協同病院
ひたちなか総合

病院
常陸大宮済生

会病院

茨城県西部メ
ディカルセン

ター

I 救急医学総論

Ⅱ 病院前救急医療

二次救命処置

緊急薬剤投与

心拍再開後集中治療

IV ショック 各種ショックの基本初期診療 5例（必須）

V 救急初期診療

緊急気管挿管

電気ショック（同期・非同期）

胸腔ドレーン

中心静脈カテーテル

動脈カニュレーション

緊急超音波検査

胃管挿入・胃洗浄

腰椎穿刺

創傷処置（汚染創の処置）

簡単な骨折の整復と固定

緊急気管支鏡検査

人工呼吸器による呼吸管理

緊急血液浄化法

重症患者の栄養評価・栄養管理

重症患者の鎮痛・鎮静管理

気管切開

輪状甲状間膜穿刺・切開

緊急経静脈的一時ペーシング

心嚢穿刺・心嚢開窓術

開胸式心マッサージ術

肺動脈カテーテル挿入

IABP

PCPS

大動脈遮断用バルンカテーテル

消化管内視鏡

イレウス管

SBチューブ

腹腔穿刺・腹腔洗浄

ICPモニタ

腹腔（膀胱）内圧測定

減張切開

緊急IVR

全身麻酔

脳死判定

意識障害

失神

めまい

頭痛

痙攣

運動麻痺、感覚消失・鈍麻

胸痛

動悸

高血圧緊急症

呼吸困難

咳・痰・喀血

吐血と下血

腹痛

悪心・嘔吐

下痢

腹痛・背部痛

乏尿・無尿

発熱、高体温

倦怠感・脱力感

皮疹

精神症候

神経系疾患

心大血管系疾患

呼吸器系疾患

消化器系疾患

代謝・内分泌系疾患

血液・免疫系疾患

運動系疾患

特殊感染症

頭部外傷

脊椎・脊髄損傷

顔面・頸部外傷

胸部外傷

腹部外傷

骨盤外傷

四肢外傷

多発外傷

重症熱傷・気道熱傷・化学熱傷・電撃傷

急性中毒

環境障害（熱中症・低体温症・減圧症）

気道異物と食道異物

刺咬症

アナフィラキシー

小児科領域

精神科領域

産婦人科領域

泌尿器科領域

眼科領域

耳鼻咽喉科領域

頭蓋内圧亢進の管理

急性呼吸不全（ARDS）の呼吸管理

急性心不全の循環管理

急性肝障害および肝不全の管理

Akute Kidney Injuryの管理

敗血症の管理

多臓器不全の管理

電解質・酸塩基平衡異常の管理

凝固・線溶系異常の管理

救急・集中治療領域の感染症

XII 災害医療

XIII 救急医療の質の評価・安全管理

XIV 救急医療と医事法制

XV 医療倫理

20例（選択：各
項目3例まで）

備考

心肺蘇生法・救急心血管治療
15例（必須：全
項目5例以上）

45例（必須：全
項目3例以上）

30例（選択：各
項目3例まで）

行動目標項目

救急症候に対する診察
30例（選択：各
項目3例まで）

15例（選択：各
項目3例まで）

20例（選択：各
項目3例まで）

6例（選択：各項
目3例まで）

連携施設 関連施設

VII

重症患者に対する診療XI

急性疾患に対する診察Ⅷ

外因性救急に対する診療IX

小児及び特殊救急に対する診療X

III

Ⅵ

救急手技・処置（必須）

救急手技・処置（選択）
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3. 専攻医の到達目標(修得すべき知識・技能・態度など) 

(1)専門知識  

 専攻医は別紙の救急科研修カリキュラムに沿って、カリキュラム I-XV までの領域の 

専門知識を修得することを目標とします。この項目は、研修修了時に単独での救急

診療が可能になることを基本として、必修水準と努力水準に分けられています。 

行動目標に沿って、救命処置、診療手順、診断手技、集中治療手技、外科手技など

の専門技能を修得できます。これらの技能は、単独で実施できるものと、指導医のも

とで実施できるものに分けられています。 

 

(3)経験目標(種類、内容、経験数、要求レベル、学習法および評価法等)  

① 経験すべき疾患・病態 

 専攻医が経験すべき疾患・病態は、別紙の救急科研修カリキュラムに示すごとく、

必須項目と努力目標とに区分されます。本研修プログラムでは、十分な症例数を適

切な指導医のもとで経験可能です。 

②経験すべき診察・検査等 

 専攻医が経験すべき診察・検査等は、別紙の救急科研修カリキュラムに示すごとく、

必須項目と努力目標とに区分されます。本研修プログラムでは、十分な症例数を適

切な指導医のもとで経験可能です。 

③経験すべき手術・処置等 

 専攻医が経験すべき手術・処置の中で、基本となる手

術・処置については術者として実施することが求め

られます。それ以外の手術・処置については助手と

して補助できることが求められています。本研修プログ

ラムでは、十分な症例数を適切な指導医のもとで経験す

ることが可能です。 

④地域医療の経験(病診・病病連携、地域包括ケア、在宅医療など)  

専攻医は、原則として研修期間中に地域中核病院群あるいは関連施設群の医療

機関で研修し、周辺の医療施設との病診・病病連携の経験が必須となります。また、

消防組織との事後検証委員会への参加や、指導医の元で特定行為指示など、地

域におけるメディカルコントロール活動に参加することが求められます。 
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⑤学術活動 

  本プログラムは、総合大学である筑波大学の利点を生かし、臨床研究や基礎研

究を始め、産学連携による様々な専門科との連携研究や多施設共同研究に積極

的に参加できます。専攻医は研修期間中に筆頭者として少なくとも1回以上の救急

科領域の学会で発表をできるように指導します。登録施

設数が多い本プログラムでは登録施設内の多施設研究

への参画も可能です。 

 また、筆頭者として少なくとも 1 編の誌上発表できるよ

うに指導し、学位取得の足がかりとなる研究を指導してい

きます。更に、各施設が参画している外傷登録、心停止

登録などの症例登録を経験していただきます。 

 

4. 各種カンファレンスなどによる知識・技能の習得 

 本救急科専門研修プログラムにおいては、救急診療や手術OJT を中心にして、広く

臨床現場での学習を提供するとともに、各種カンファレンスなどによる知識・技能の習

得の場を提供します。 

 

(1)診療科におけるカンファレンス及び関連診療科との合同カンファレンス 

 カンファレンスの参加を通して、プレゼンテーション能力の向上と、病態と診断過程

の理解、適切な治療計画のプランニングを学びます。 

 

(2)抄読会や勉強会への参加 

抄読会や勉強会をはじめ、連携施設間

Web カンファレンスへの参加により、臨床疫

学や EBM に基づく救急診療・集中治療の

up to date の情報収集が可能です。 

 

(3)臨床現場でのシミュレーションシステムを利用した知識・技能の習得 

各種video教材、e-learningなどを利用し、重要な救急手術処置や各種スキルの修

得する機会が得られます。また、筑波大学シミュレーションセンターにおける資器材

を用いたトレーニングにより、心肺蘇生、外傷初期診療など、緊急病態の救命スキル

を修得可能です。 
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5. 学問的姿勢の習得 

 本プログラムでは、研修期間において、次世代の救急医としてのコンピ

テンス（診療能力）の幅を広げるために、up to date の医学・ 医療を理解

し、EBM に基づく科学的思考法を体得することを重視しています。従っ

て、専攻医は研修期間中に以下に示すようなリサーチマインドと自ら学

ぶ能動的な学問的姿勢を習得します。 

① 医学・医療の進歩に追随すべく、常に自己学習し、up to date の新しい知識を修得

する姿勢 

② 次世代の医療の発展のために基礎研究・臨床研究にも積極的に関与し、カンファ

レンスや各種勉強会に参加する research mind の涵養 

③ 自己の診療内容を点検し、関連する基礎医学・臨床医学情報を探索し、EBM を実

践する将来指導医としての姿勢 

④ 常に関連する主要学会・研究会などに積極的に参加・発表し、誌上発表を通じて

academic carrier up に対する意識 

⑤ 多施設共同研究のためのデータバンク（外傷登録、心停止登録など）に経験症例

を登録し、マスデータベースを扱う統計的リサーチマインド 

 

6. 医師に必要なコアコンピテンシー、倫理性、社会性などの習得 

 救急科専門医としての臨床能力(コンピテンシー)には、医師としての基本的診療能

力(コアコンピテンシー)と救急医としての専門知識・技術の両面を含みます。専攻医は

指導医の指導の元、研修期間中に下記に示すコアコンピテンシーの習得に努めます。 

① 患者への接遇に配慮し、患者や多職種スタッフとのコミュニケーション能力 

② 謙虚さと、誠実さをもって、自立した医師としての責務を果たし、周囲から信頼され

るプロフェッショナリズム 

③ 正確で適確な診療録を記載する能力 

④ 医の倫理、医療安全に配慮し、患者中心の医療を展開する実践力 

⑤ 臨床から学んだ知見を裏づける、基礎医学・臨床医学の知識や技術を修得し、ま

た臨床に反映させる translational research、ER 及び ICU を科学する能力 

⑥ 救急医療を担う施設の、そして地域のチーム医療の一員としての行動力 

⑦ 後輩医師や多職種メディカルスタッフの教育・指導を積極的に行うリーダーシップ 
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7. 茨城県統一救急科研修プログラムと地域医療についての考え方 

(1)茨城県内専門研修施設群の連携と統一プログラムの導入について  

 茨城県内専門研修施設群の各施設は密接に連携・協力して専攻医の指導に当たり

ます。県内主要救急施設の特色を各々生かし、転居などの物理的な時間の制約や経

済的負担を専攻生に課することなく、3年間を有効に、かつ効率的に、次世代を担う救

急医に要求される様々な救急のニーズを偏りなく研修できる利点があります。加えて

本プログラムは、茨城県地域枠対象の専攻医の就業期間にも対応し、また、地域医療

を担う中心的役割をもつ自治医科大学卒業医師も受け入れます。特に茨城県内には、

都市部型救命センターから地域密着型救急医療の双方を経験できる地域特異性が

あり、ドクターヘリを相互運用している特性など、高度多様化する救急科専門研修を県

内で complete できる優位性があります。このような点からも、茨城県内施設で連携し、

幅広く救急に求められるニーズに対応できる次世代を担う救急医療の逸材を育成す

ることを主眼においています。 

(2)施設間連携と研修内容の保証 

 各施設の代表から構成される専門研修プログラム管理委員会において、各専攻医

の研修状況を 6 か月毎に共有し、各症例の分野別の偏りを施設間で補完し、各専

攻医が必要とする全ての疾患・病態、 診察・検査や、手術・処置等を効果的に経験

できるように調整します。 

 また、各研修施設は年度毎に診療実績を基幹施設の救急科領域研修委員会へ報

告し、その研修の質と症例数を担保します。また、指導医が 1 名以上存在する専門

研修施設に合計で 2 年以上研修できるように構成されています。 

(3)地域医療・地域連携への対応 

① 茨城県は全国的にも医師が少なく、地域に密着した関連施設

が地域中核救急施設としての役割を担います。これらの医療

機関で原則 3 ヶ月研修を行い、自立して責任をもった医師と

しての行動を学ぶとともに、地域医療の実状と求められる医療

を学びます。 

② MC協議会や消防における事後検証を通じて病院前救護の実状を学びます。 

③ ドクターヘリ（水戸医療センター、水戸済生会総合病院）、あるいはラピッドカー（日

立総合病院、茨城県立中央病院、筑波メディカルセンター病院、土浦協同病院）に

よる出動経験や、災害派遣や訓練を経験することにより病院外で必要とされる救急

診療を学びます。 
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 (4)救急科専門プログラムにおける指導の質の担保  

研修基幹施設と連携施設における指導の共有化のために、研修基幹施設である

筑波大学が、定期的に本専門研修プログラムで研修する専攻医を集めた講演会や

hands-on-seminar などを開催し、研修基幹施設と連携

施設の教育内容の共通化を図ります。 また、日本救

急医学会や関連学会主催の講演会や hands-on-

seminar などへの参加機会を推奨し、教育内容の充実

させる機会を提供します。 

 

8. 年次毎の研修計画 

 専攻医は、茨城県統一救急科専門研修プログラム研修期間中に研修カリキュラムに

呈示された疾患・病態、診察・検査、手術・処置の必要基準症例数を経験する必要が

あります。下記に年次毎の研修計画を示します。 

 

 

① ER、ICU、病院前救護・災害医療の研修は年次によらず、柔軟に研修を実施して

いただきます。必須項目を中心に、知識・技能の年次毎のコンピテンシーの到達目

標(例 A:指導医を補助する、B:チームの一員として行動できる、C: リーダーとして

チームを引率できるなど)を定めます。 

 

② 研修施設群の中で基幹施設および連携施設はどのような組合せと順番でローテー

ションしても、最終的な指導内容・経験症例数には不公平が無いよう

に十分に配慮しています。研修の順序、期間等については、各々の

専攻医の希望と研修進捗状況、及び各病院の状況、地域の医療体

制を勘案して、本研修プログラム管理委員会が見直して、必要があ

れば修正をその都度実施・調整します。 

 

 

専門研修年次 1年目 2年目 3年目

基本診療能力（コア・コンピテンシー） 基本的診察能力（コア・コンピテンシー） 基本的診察能力（コア・コンピテンシー）

ER基本的知識・技能 ER応用的知識・技能 ER領域実践的知識・技能

ICU基本的知識・技能 ICU応用的知識・技能 ICU応用的知識・技能

病院前救護/災害医療基本的知識・技能 病院前救護/災害医療応用的知識・技能 病院前救護/災害医療実践的知識・技能

必要に応じて他科ローテーションによる研修 必要に応じて他科ローテーションによる研修 必要に応じて他科ローテーションによる研修

研修計画
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９．研修施設群ローテーションの実際 

ローテーションは、原則的に下記の条件を満たすように、専攻医の希望を優先して統

括プログラム責任者及び当プログラム管理委員会と協議の上で決定します。 

 基幹施設において少なくとも 3-6 ヶ月は研修を行う。 

 救命救急センター群において少なくとも 6-12 ヶ月は研修を行う。 

 地域中核病院群において少なくとも 3 ヶ月-6 ヶ月は研修を行う。 

 関連施設群は 3 ヶ月の研修を必ず 1施設で行う。 

 自由選択枠は、いずれのプログラムにも存在することとし、原則経験症例数を鑑

みて、申請施設を統括プログラム責任者と協議の上で決定する。 

 自由選択枠は、希望する施設の延長に用いられる他、茨城県グローバル人材派

遣事業などの支援を得て 3 ヶ月に限り海外研修に振り返ることができる。 

 大学院進学中の研修や産休・育休中はプログラムを最大限調整して並行した研

修を可能になるように調整する。 

 茨城県就学生義務年限に合致させるように研修先を調整することも可能。 
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10. 専門研修の評価について 

(1)研修実績フォーマットによる形成的評価 

 専攻医自身が研修中に習得状況を把握する必要があるのは、コアコンピテンシー項

目と救急科領域の専門知識・技能です。専攻医は、専攻医研修実績フォーマットをベ

ースに指導医のチェックとフィードバックによる形成的評価を受ける必要があります。専

攻医は、指導医から受けた評価結果を、年度内の中間報告、及び年次終了時報告と

して、研修プログラム管理委員会に提出します。研修プログラム管理委員会はこれら

の研修実績及び評価記録を保存し、総括的評価に活用します。また、中間報告と年

次終了報告の内容を点検して、次年度の研修指導に反映させます。 

 

(2)総括的評価  

① 評価項目・基準と時期 

専攻医は、研修期間は1年毎に総括プログラム責任者及び

研修プログラム管理委員会が主催する症例発表会でプレゼン

テーションを実施し、評価を受けます。また研修終了直前に専攻医研修実績フォー

マット及び指導記録フォーマットによる年次毎の評価を加味した総合的な評価を受

けます。これには、救急科研修における、a.専門的知識、b.専門的技能、c.医師とし

て備えるべき態度、d.社会性、e.適性、の習得状況が評価されます。判定は研修カリ

キュラムに示された評価項目と評価基準に基づいて実施されます。 

 

② 評価責任者 

年次毎の評価は当該研修施設の指導責任者及び研修プログラム管理委員会が実

施します。専門研修期間全体を通じての総括評価は、専門研修基幹施設である筑

波大学救急科専門研修プログラム統括責任者が行います。  

 

③ 修了判定プロセス 

筑波大学救急科専門研修プログラム管理委員会において、知識、技能、態度それ

ぞれについて評価を実施します。修了判定には専攻医研修実績フォーマットに記載

された経験すべき疾患・病態、診察・検査等、手術・処置等の全ての評価項目につ

いての自己評価および指導医等による評価が研修カリキュラムに示す基準を満たす

必要があります。 
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④ 他職種評価 

チーム医療を重視する救急科専門医プログラムで

は、研修態度について、看護師、薬剤師、診療放射線

技師、MSW 等の多職種メディカルスタッフにより、専攻

医の日常臨床現場における観察を通した評価とチー

ムにおける信頼性が重要な評価項目となっています。看護師を含む2名以上の担当

者からの評価を元に、当該研修施設の指導責任者から各年度の中間と研修終了時

に専攻医研修マニュアルに示す項目の形成的評価を受けることになります。 

 

11. 研修プログラムの管理体制について 

基幹施設および連携施設が、専攻医を評価するのみでなく、各専攻医から指導医

とその指導体制等に対する評価も実施され、双方的な評価と相互フィードバックによ

って、よりよい救急科専門研修プログラムの見直しと調整を随時実施します。そのた

めに、基幹施設である筑波大学に専門研修プログラムと専攻医を統括的に管理する

救急科専門研修プログラム管理委員会を設置しています。 

 

(1)本救急科専門研修プログラム管理委員会の役割 

① 研修プログラム管理委員会は、研修プログラム統括責任者、研修プログラム連携

施設担当者等で構成され、専攻医および専門研修プログラム全般の管理と、研

修プログラムの継続的改良を行います。 

② 研修プログラム管理委員会では、専攻医及び指導医から提出される指導記録フ

ォーマットに基づき、専攻医及び指導医に対して必要な助言を行います。 

③ 研修プログラム管理委員会における評価に基づき、研修プログラム統括責任者は

各専攻医の修了判定を行います。  

 

(2)プログラム統括責任者の役割 

① 研修プログラムの立案・実行と、専攻医の指導 

② 専攻医の研修内容と修得状況の評価と、その資質を証明する書面の発行 

③ 研修プログラムの適切な運営の監視と、必要時にプログラムの修正 
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(3)救急科専門研修プログラムにおけるプログラム統括責任者の要件 

本救急科専門研修プログラムの統括責任者である筑波大学附属病院救急・集中

治療科・井上貴昭は、下記のプログラム統括責任者としての要件を満たしています。 

① 専門研修基幹施設である筑波大学附属病院の救急・集中治療科科長であり、救

急科専門研修指導医及び日本救急医学会救急指導医である。 

② 救急科専門医として 4 回の更新を行い、救急医として 26 年以上の臨床経験があ

る。 

③ 前任施設を含め、過去3年間で6名以上の救急科専門医を育てた指導経験を有

する。 

④ 救急医学に関する論文を筆頭著者として 13 編、共著者

として 30 編以上発表し、十分な研究経験と指導経験を

有する。 

 

(4)救急科専門研修プログラムにおける専攻医指導医の要件 

 本プログラムの専攻医指導医の少なくとも 5名以上は、日本救急医学会によって定

められている下記の基準を満たしています。 

① 救急科専門医の資格を持ち、十分な診療経験と教育指導能力を有する。 

② 救急科専門医として 5 年以上の経験を持つか、少なくとも 1 回以上の更新を行っ

ている。 

 

(5)基幹施設の役割 

① 専門研修基幹施設は専門研修プログラムを管理当該プログラムに参加する専攻

医および専門研修連携施設の統括 

② 研修環境の整備 

③ 各連携施設の研修担当領域をプログラムとして明示 

④ 専門研修プログラムの修了判定 

 

(6)連携施設における委員会組織 

① 専門研修管理委員会を組織化と、自施設における専門研修の管理 

② 参加する研修施設群の基幹施設研修プログラム管理委員会の出席と、専攻医お

よび専門研修プログラムに関する情報提供および情報共有 
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12. 専攻医の就業環境について  

 救急科専門研修プログラムにおける研修施設責任者は、各専攻医

の適切な労働環境整備に努め、心身の健康維持に配慮します。労働

安全、勤務条件等の骨子を下記に示します。 

① 勤務時間は週に 40 時間を基本とする。 

② 研修のために自発的時間外勤務を行うことは考えられることではあるが、心身の健

康に支障をきたさないように自己管理する。 

③ 当直業務と夜間診療業務を区別し、それぞれに対応した給与規定に従って対価を

支給する。 

④ 当直業務あるいは夜間診療業務に対して適切なバックアップ体制を整え、身体的

精神的負担を軽減する。 

⑤ 過重な勤務とならないように適切な休日の確保を保証する。 

⑥ 各施設における給与規定は各施設の後期研修医給与規程に従う。 

 

13. 専門研修プログラムの評価と改善方法 

(1)専攻医による指導医及び研修プログラムに対する評価 

① 各専攻医は所定の用紙を用いて年度末に『指導医に対する評価』と『プログラム

に対する評価』を本研修プログラム統括責任者に提出する。 

② 各専攻医が指導医や研修プログラムに対する評価を行うことで、不利益を被ること

がないことを保証し、専攻医はプログラム改善要望を研修プログラム管理委員会

に申し立てができる。 

③ 専門研修プログラムに対する疑義解釈等は、研修プログラム管理委員会に逐次

申し出が可能であり、研修プログラム管理委員会はこれに答える必要がある。 

 

(2)専攻医等からの評価をシステム改善につなげるプロセス 

① 研修プログラム統括責任者は、報告内容を匿名化して研修プログラム管理委員

会に提出し、プログラム管理委員会は研修プログラムの改善に有効活用する。 

② プログラム管理委員会は専攻医からの指導医評価報告用紙をもとに指導医の教

育能力を向上させるように支援する。 

③ プログラム管理委員会は専攻医による指導体制に対する評価報告を指導体制の

改善に反映させる。 
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(3)研修に対する監査(サイトびジット等)・調査への対応  

① 救急科専門研修プログラムに対する監査・調査を受け入れ、研修プログラムの向

上に努めます。 

② 専門研修プログラムに対する外部からの監査・調査に対して研修基幹施設責任

者および研修連携施設責任者が対応します。 

③ 専門研修の制度設計と専門医の資質の保証に対して、基幹施設責任者および連

携施設責任者をはじめとする指導医は、プロフェッショナルとしての誇りと責任を

基盤として自律的に対応します。 

④ 他専門研修施設群からの同僚評価によるサイトビジットをプログラム

の質の客観的評価として重視します。 

 

(4)筑波大学附属病院専門研修プログラム連絡協議会の設置 

本プログラムの基幹施設である筑波大学附属病院は、複数の基本領域専門研修

プログラムを擁し、筑波大学附属病院病院長、同大学病院内の各専門研修プログラ

ム統括責任者及び研修プログラム連携施設担当者からなる専門研修プログラム連絡

協議会を設置し、筑波大学附属病院における専攻医ならびに専攻医指導医の処遇、 

専門研修の環境整備等を定期的に協議します。 

 

(5)専攻医や指導医による日本専門医機構の救急科研修委員会への直接の報告 

専攻医や指導医が専攻医指導施設や専門研修プログラムに大きな問題があると考

えた場合（パワーハラスメントなどの人権問題も含む）、当研修プログラム管

理委員会を介さずに、直接下記の連絡先から日本専門医機構の救急科

研修委員会に相談することができます。 

電話番号：03-3201-3930 

e-mail アドレス：senmoni-kensyu@rondo.ocn.ne.jp 

住所：〒100-0005 東京都千代田区丸の内 3-5-1 東京国際フォーラム D棟 3階 

 

(6)プログラムの更新のための審査 

救急科専門研修プログラムは、日本専門医機構の救急科研修委員会によって、5

年毎にプログラムの更新のための審査を受けています。 
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14. 修了判定について 

 研修修了の判定は、研修基幹施設の研修プログラム管理委員会において、専門医

認定の申請年度(専門研修3年終了時あるいはそれ以後)に、知識・技能・態度に関わ

る目標の達成度を総括的に評価し、総合的に行われます。 修了判定には専攻医研

修実績フォーマットに記載された経験すべき疾患・病態、診察・検査等、手術・処置等

の全ての評価項目についての自己評価及び、指導医等による評価が研修カリキュラ

ムに示す基準を満たす必要があります。 

 

15. 専攻医が研修プログラムの修了に向けて行うべきこと 

 研修基幹施設の研修プログラム管理委員会において、知識、技能、態度それぞれ

についての評価が行われます。専攻医は所定の様式を専門医認定申請年の 4 月末

までに研修基幹施設のプログラム管理委員会に送付する必要があります。専門研修 

PG 管理委員会は 5 月末までに修了判定を行い、研修証明書を専攻医に送付します。

研修プログラムの修了により日本救急医学会専門医試験の第 1 次(救急勤務歴)審査、

第 2 次(診療実績)審査を免除されるので、専攻医は研修証明書を添えて、第 3 次(筆

記試験)審査の申請を 6月末までに行います。 

 

16.専攻医の受け入れ数について 

 本プログラムにおいては、すべての専攻医に対して、十分な症例

及び手術・処置等の経験を保証できるように、各専門研修施設の

診療実績に基づいて専攻医受入数の上限を定めています。日本救急医学会の基準

では、各研修施設群の指導医あたりの専攻医受け入れ数の上限は 1 人/年とし、一人

の指導医がある年度に指導を受け持つ専攻医数は 3 人以内となります。また、研修施

設群で経験できる症例の総数からも算出した受け入れ専攻医数の上限が定められて

います。過去 3 年間における研修施設群各々の施設における専攻医受入数を合計し

た平均の実績を考慮して、次年度はこれを著しく超えないよう設定されます。本プログ

ラムでは、専攻医指導医数は 14施設で全 31名に及びますが、研修施設群の症例数

と、過去3年間（2013-2019）における研修施設群全体の後期研修医総数を考慮し､本

プログラム全体の専攻医受け入れ数は 9名を予定しています。 
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17. サブスペシャルティ領域専門医研修との連続性について 

(1)取得可能なサブスペシャル領域専門医 

サブスペシャルティ領域である、集中治療専門医、感染症専門医、熱傷専門医、

外傷専門医、脳卒中専門医、消化器内視鏡専門医、日本脳神経血管内治療学会

専門医の専門研修でそれぞれ経験すべき症例や手技、処置の一部を、本研修プロ

グラムを通じて修得していただき、救急科専門医取得後の各領域の研修で活かして

いただけます。 

 

(2)集中治療領域専門医研修 

 本救急科専門プログラムで経験された救急患者・重症患者の症例や、手技・処置

に関しては、下記に示す集中治療領域専門研修施設を兼ねた施設における経験は、

救急科専門医取得後のサブスペシャルティ領域専門医である集中治療専門研修で

の申請において活用することができます。 

*集中治療領域専門研修施設：筑波大学医学部附属病院、東京医科大学茨城医療

センター、水戸済生会総合病院、茨城県立中央病院、水戸医療センター、水戸協同

病院、土浦協同病院日立総合病院 

 

(2)その他サブスペシャルティ領域専門医研修との連続性 

今後熱傷専門医（専門医施設；筑波大学附属病院）、外傷専門医（専門研修施設；

筑波メディカルセンター病院）など、各サブスペシャルティ領域専門医研修制度に連

携していきます。 

  

 

18. 専門研修の休止・中断、プログラム移動、プログラム外研修の条件 

本プログラムで示される専門研修中の特別な事情への対処を以下に示します。 

① 専門研修プログラム期間のうち、出産に伴う 6 ヶ月以内の休暇は、男女ともに 1 回 

までは研修期間にカウントできる。その際出産を証明する書類の提出を要する。 

② 疾病での休暇は、6 ヵ月まで研修期間にカウント可能。診断書の提出を要する。 

③ 週 20 時間以上の短時間雇用形態での研修は 3 年間のうち 6 ヵ月まで認める。 

④ 上記①②③の項目に該当する者は、研修プログラムの修了には、該当期間を除い

た常勤での専攻医研修期間が通算 2年半以上必要となる。 
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⑤ 大学院に所属しても、十分な救急医療の臨床実績を保証できれば専門研修期間と

して認められる。病棟勤務のない大学院の期間は研修期間にカウントされない。 

⑥ 3 ヶ月以内の海外研修は、研修内容について総括プログラム責任者が認めれば研

修として認める。 

⑦ 他の基本領域（外科専門医など）の専門医の取得も希望する者は、１年次ま

たは 2 年次の終了時に筑波大学附属病院外科専門研修プログラムに移動して

外科専門研修を 1 年次から開始することが可能。別領域の専門医取得後は、

該当専門研修プログラム統括責任者と本プログラム統括責任者ならびに日本

救急医学会と専門医機構の許可を得て、本プログラムによる救急科専門研修

を２年次または３年次から再開することが可能。 

⑧ 専門研修プログラムとして定められた施設以外の研修の追加は、プログラム統括責

任者および日本救急医学会・専門医機構が認めれば原則可能ではあるが、研修

期間にカウントされない。 

 

19. 専門研修実績記録システム、マニュアル等について 

① 研修実績・評価の記録と保管 

計画的な研修推進と、専攻医の研修修了判定、及び研修プログラムの評価・改善

のために、『専攻医研修実績フォーマット』と『指導記録フォーマット』への記載によ

り、専攻医の研修実績と評価を記録します。これらは基幹施設の研修プログラム管

理委員会と日本救急医学会で 5年間、記録・貯蔵されます。 

 

② 医師としての適性の評価 

 指導医のみならず、看護師など 2 名以上の多職種スタッフによる日常診療の観察

評価により、専攻医の人間性、プロフェッショナリズム、などについて、各年度の中

間時点及び終了時に専攻医研修マニュアルに示す項目の評価を受けます。 
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③ プログラム運用マニュアル・フォーマット等の整備 

研修プログラムの効果的運用のために、日本救急医学会が発行する専攻医研修

マニュアル、指導医マニュアル、専攻医研修実績フォーマット、指導記録フォーマッ

トなどを整備しています 
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【救急科専攻医研修マニュアルに含まれる項目】 

 専門医資格取得のために必要な知識・技能・態度について 

 経験すべき症例、手術、検査等の種類と数について 

 自己評価と他者評価 

 専門研修プログラムの修了要件 

 専門医申請に必要な書類と提出方法 

 その他 

 

【救急科専攻医指導者マニュアルに含まれる項目】 

 指導医の要件 

 指導医として必要な教育法 

 専攻医に対する評価法 

 その他 

 

【専攻医研修実績記録フォーマット】 

診療実績の証明は専攻医研修実績フォーマットを使用していただきます。 

 

【指導医による指導とフィードバックの記録】 

 専攻医に対する指導の証明は日本救急医学会が定める指導医による指導記録

フォーマットを使用する。 

 専攻医は指導医・指導責任者のチェックを受けた専攻医研修実績フォーマットと

指導記録フォーマットを専門研修プログラム管理委員会に提出する。 

 書類提出時期は施設移動時（中間報告）および毎年度末（年次報告）と定める。 

 指導医による評価報告用紙はそのコピーを施設に保管し、原本を専門研修基幹

施設の研修プログラム管理委員会に送付します。 

 研修プログラム統括責任者は専攻医の診療実績等の評価資料をプログラム終了

時に日本救急医学会に提出します。 

 研修プログラム管理委員会では指導医による評価報告用紙の内容を次年度の

研修内容に反映させる。 
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【指導者研修計画(FD)の実施記録】 

専門研修基幹施設の研修プログラム管理委員会は専門研修プログラムの改善のた

めに、各指導医の臨床研修指導医養成講習会もしくは日本救急医学会等の準備す

る指導医講習会への参加記録を保存する。 

 

20. 専攻医の採用と修了 

①選考方法 

 書類選考及び面接 

 応募を希望する者は、総合臨床教育センターに連絡の上、当院 HP

（http://www.hosp.tsukuba.ac.jp/sotsugo/）に掲載された下記の書類をダウンロー

ド・記入の上、郵送又は持参すること。 

(1)願書(本学所定の用紙)  

(2)履歴書(本学所定の用紙 写真貼付)  

(3)初期臨床研修修了(見込)証明書  

(4)推薦状 

（初期研修病院のプログラム責任者又は指導医からのもの）:書式の指定なし）  

(5)返信用封筒(長 3 封筒に応募者本人の宛名を記入し 82 円分の切手を貼付) 

 

② 応募資格 

 日本国の医師免許を有すること 

 臨床研修修了登録証を有すること(2018 年 3 月 31 日までに臨床研修修了見込み

の者) 

 

③ 応募締め切り； 2019 年 9 月 30 日(月)必着  

（注；機構からの日程発表により前後することがあります。） 

④ 修了要件 

専門医認定の申請年度(専門研修 3 年終了時あるいはそれ以後)に、知識・技能・態

度に関わる目標の達成度を総括的に評価し総合的に修了判定を行う。  

⑤ 問い合わせ先および提出先: 
〒305-8576 茨城県つくば市天久保 2-1-1 

筑波大学病院総務部総務課（教育支援）  中山 美佳 
TEL 029-853-3516/3523 

FAX 029-853-3687 
E-mail kensyu@un.tsukuba.ac.jp 


